商品基本取引契約書

売主株式会社山田工業（以下「甲」という。）と、買主田中商会株式会社（以下「乙」という。）及び連帯保証人斉藤一郎（以下「丙」という。）とは、以下のとおり商品売買取引の基本契約を締結した。

第１条（目的）

本契約は、甲が乙に対し甲が製造販売する製品（以下「製品」という。）を継続的に売り渡し、乙がこれを買い受ける商品売買取引に関する基本的事項を定めるものである。

第２条（個別契約）

１　甲と乙との間の個々の製品売買については、個々の取引契約（以下「個別契約」という。）によるものとする。

２　個別契約は、乙が甲に対して、発注年月日の記載のある注文伝票・発注書等（以下「注文書」という。）に商品の品名、仕様、数量、単価、納期、納品場所、代金支払期日などを記載して発送する方法により行う。

３　発注は全て書面（ファクシミリ送付によるものも含む）によって行うものとする。

４　個別契約は、第２項の注文書に対する注文書等（ファクシミリ送付によるものも含む。以下「受注書」という。）が甲から乙に到達したときに成立する。

５　前項にかかわらず、甲が乙から注文書の到達から甲の５営業日以内に注文を受けられない旨の連絡をしなかった場合には、甲がその発注について承諾したものとみなす。

６　個別契約の成立後に契約内容を変更する必要が生じた場合は、甲乙は協議の上で契約内容の変更を行う。

第３条（納品）

１　甲は乙に対し、製品を、注文書記載の納入場所に納期に納入する。

２　甲は、納期に製品を納入できない可能性があるときは、その旨を乙に申し出て、乙の指示を受ける。

３　天災地変その他輸送機関の事故等やむを得ない自体の発生により、製品の納入が遅延し、又は不能が生じたときには、甲は納品の遅れについて責任を負わない。

第４条（検査）

１　乙は、製品納入の都度、これを検査のため受領し、かつ、直ちに検査する。

２　乙から甲に対して、前項の納入後＊＊日以内に検査結果についての書面による（ファクシミリ送付によるものも含む）連絡がない場合は、検査に合格したものとする。

第５条（引渡し）

製品は、乙から前条の検査の合格の通知があったとき、前条第２項の期間が経過したときのどちらか早い時期に引渡しがなされたものとする。

第６条（危険負担）

製品の引渡し前に生じた商品の破損、滅失、変質、減量その他一切の損害は、乙の責めに帰すべき場合を除き甲の負担とし、製品の引渡し後に生じたこれらの損害は、甲の責めに帰すべき場合を除き乙の負担とする。

第７条（返品）

製品の引渡し後は、前条後段の甲の責めに帰する場合の滅失等を除き、乙は甲の承諾なしに甲へ返品することはできない。

第８条（仕切価格）

製品の仕切価格は、甲がこれを定めて事前に乙に通知するところに従う。

第９条（与信限度）

甲の乙に対する与信限度額は金＊＊＊万円とする。

第１０条（代金支払）

乙が甲に支払う製品代金の条件は、毎月＊＊日締め、翌月＊＊日に甲指定の下記口座に振込送金の方法での支払をする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

＊＊＊＊銀行　＊＊支店　

普通預金　＊＊＊＊＊＊＊＊

（株）山田工業

第１１条（所有権移転）

製品の所有権は、乙が製品代金を完済し、かつ、甲が製品の引渡しを行ったときに移転する。

第１２条（相殺）

甲は、本契約に基づく乙の債務の弁済期にかかわらず、甲が乙に対して負担する債務と本契約に基づく乙の債務とを対等額にて相殺できるものとする。

第１３条（解除）

１　甲又は乙に次の各号の一つに該当する事由が生じたときは、相手方は何ら催告なく本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。

（１）手形等の不渡り、支払の停止又は破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理若しくは特別清算開始の申立があったとき

（２）差押・仮差押・仮処分又は競売の申立があったとき

（３）租税公課を滞納による督促を受け、又は保全差押を受けたとき

（４）会社の解散、資本の減少、営業の譲渡・中止もしくは停止その他の営業上の重大な変更、重大な組織変更をしたとき

（５）本契約又は個別契約の条項に違反し、相当の期間を定めた催告によっても違反事実が是正されないとき

（６）その他前各号に類する信用状態が悪化したと判断される事実があったとき

２　乙において前項各号の事由が生じたとき、又は個別契約に基づく債務の履行を１回でも怠ったときは、乙は甲に対する一切の債務について当然に期限の利益を失う。

第１４条（損害賠償）

１　甲又は乙のいずれか一方が本契約に違反し、又は前項による本契約又は個別契約が解除されたため相手方に損害を与えた場合、損害を被った当事者は相手方に対し、損害賠償の請求をすることができる。

２　乙が、前条第２項により期限の利益を喪失したときは、喪失した日の翌日から完済まで未払代金に対して年＊＊％の割合による遅延損害金を支払わなければならない。

第１５条（解約）

１　甲又は乙は、いつでも６ヶ月前に書面で予告することにより、本契約を解除することができる。

２　前項による解約の場合には、解約申入れを受けた相手方は本契約の終了による損害その他の賠償請求をすることはできない。

第１６条（有効期間）

本契約の有効期間は、平成＊＊年＊＊月＊＊日より平成＊＊年＊＊月＊＊日まで１年間とする。ただし、期間満了の日の６ヶ月前までに甲乙いずれからも書面による契約終了又は変更の申出のないときは、本契約と同一条件にてさらに１年間継続されるものとし、以後同様とする。

第１７条（残存契約）

本契約が解除、解約又は期間満了により終了した場合においても、本契約の存続中に締結された個別契約については、本契約がなお適用されるものとする。

第１８条（守秘義務）

１　乙は、本契約及び個別契約を通じて知りえた甲の有形・無形の技術上・業務上の秘密（その他甲が秘密として指定した事項を含む。以下「秘密事項」という。）を、契約の有効期間中はもとより終了後といえども、第三者（乙の内部者も含む。）に漏洩してはならない。

２　乙は、秘密事項を甲のため以外に使用しないとともに、使用目的が完了したときは、速やかに秘密事項に関する一切の物を甲に返却する。

第１９条（連帯保証）

丙は乙の保証人となり、本契約により生ずる乙が甲に対して負担する一切の債務（本契約更新後及び本契約終了後に発生した債務も含む。）を連帯保証する。

第２０条（担保提供）

乙は、甲から申出があった場合、本契約・個別契約に基づく債務を担保するため、甲が相当と認める担保を提供する。

第２１条（合意管轄）

本契約に関して発生した紛争については、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を専属的管轄裁判所とする。

第２２条（協議事項）

本契約に定めのない事項については、甲乙協議して決定する。

上記のとおり商品売買取引の基本契約を締結したので、甲乙及び丙は下記に記名押印し、甲が原本を乙が写しを保管する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

　　　　　　　　　　　　　甲（売主）東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社山田工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山田太郎　印

　　　　　　　　　　　　　乙（買主）東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中商会株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　田中五郎　印

　　　　　　　　　　　　　丙（連帯保証人）東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斉藤一郎　印
